











戦略本部 (IT 戦略本部) は､ e-Japan 戦略









































次に､ 白井・城野・石井 (2000) による電
子政府の定義についてみていくことにする｡
白井・城野・石井 (2000) は電子政府を､ 狭
義の電子政府と広義の電子政府の 2つに分け
て定義している｡ まず､ 狭義の電子政府につ
いては､ ｢①効率向上､ ②情報公開､ ③サー
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第 2に､ 府省､ 地方公共団体から国民や事

















































クが構築されている｡ 霞ヶ関 WAN は各省
庁の庁内 LANを相互接続したものであり､





















第 1 に､ それはコミュニケーションの迅速
化・高度化を図る役割を担うものである｡ つ





























①と③については､ 榎並 (2002) が述べて
いることが参考になる｡ まず､ ①について榎




















以上みてきた霞ヶ関 WAN､ LGWAN に




























































































18 年 3 月末で約 91 万枚と住基カードの普及
はさほど進展していない(15)｡
もちろん総務省によれば､ 住基ネットの第























政府は､ 第 1次サービス (行政機関への申
請・届出時に住民票の写しの提出が不要にな





























験を平成 18 年 8 月 5 日～平成 19 年 3 月 31
日の期間に行った｡ 実証実験の事業の内容は､
住基カードを提示した市民に対して､ 普及事





















がら､ Edy､ Suica､ nanaco､ WAON 等の
非接触式 IC カードによる電子マネーが普及











































ビスには､ 住基カード等の IC カード内に公














e-Tax の利用によりなされている｡ この e-





















際には､ 住基カードのような IC カードを保
有している必要がある｡






















































































































































年 11 月時点で 433 人であったが､ その活性
化のためにそれまでの会議室をすべて終了し
リニューアル準備するとのことであった｡













ていくと､ 同県では ｢e-デモ会議室｣ を 2002




















































































































































































































る e-Japan 戦略の ｢重点計画－2007｣ (平成 19
年 7 月 26 日) の概要と本文の PDF ファイルを





る e-Japan 戦略 (2001 年 1 月 22 日) の概要と
本文 (PDF ファイル／HTML 文書) を参照の
こと ｡ なお ､ IT 戦略本部の URL は ､
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.
html である｡
なお､ ここに記載されている URL は執筆時
点のものであることを断っておく｡
 白井・城野・石井 (2000)､ 20 ページ｡
 同上｡
 総務省のホームページ掲載の同省行政管理局























 樋山 (2001)､ 118 ページ｡
 総務省のホームページにある ｢住民基本台帳






 総務省のホームページに掲載の ｢住基ネット第 2
次サービス (2003 年 8 月 25 日から)｣ の文書を参




こと｡ その URL は､ http://www.soumu.go.
jp/c-gyousei/daityo/juki_card.html である｡
 奥州市が実施した住基カード普及策について
は､ 『胆江日日新聞』 2006 年 7 月 14 日付け記事
と 2006 年 8 月 7 日付け記事を参照のこと｡




 電子マネーの事情については､ 前川 (2007)
を参照のこと｡





Tax のホームページを参照のこと｡ e-Tax の
URLは､ http://www.e-tax.nta.go.jp/である｡





る e-Japan 戦略の ｢重点計画－2007｣ (平成 19
年 7 月 26 日) の概要と本文の PDF ファイルを




こと｡ その URL は､ http:/www.city.nagoya.
jp/nagoya00009247.html である｡
 国土交通省の電子会議室のホームページを参
照のこと｡ その URL は､ http://www.kokudo
keikaku.go.jp/forum/index.php である｡
 大西均 (2004)､ 90～93 ページ｡
 同上､ 91 ページ｡








 藤沢市の ｢市民電子会議室の概要｣ のホーム
ページを参照のこと ｡ そ の URL は ､
http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/̃densi/
page100095.shtml である｡
 電子会議室の問題点については､ 小林 (2006)､
73～74 ページを参照のこと｡
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